
第 ２０ 号議案

　（総　則）

第１条　平成２９年度久留米市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　（１）　給水戸数 戸

　　（２）　年間総給水量 立方メートル

　　（３）　一日平均給水量 立方メートル

　　（４）　建設改良事業の概要

　　　　　　　１　配水管布設工事 総延長 メートル　　

　　　　　　　２　配水管改良工事 総延長 メートル　　

平 成 ２ ９ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 会 計 予 算

８,１３４

１２７,２７７

２７,３６０,０００

７４,９５８

１６,６１２
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　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　水道事業収益 千円

　　第１項　営業収益 千円

　　第２項　営業外収益 千円

　　第３項　特別利益 千円

　第１款　水道事業費用 千円

　　第１項　営業費用 千円

　　第２項　営業外費用 千円

　　第３項　特別損失 千円

　　第４項　予備費 千円

収　　　　　　　入

２３７,６８４

８４２

支　　　　　　　出

２０,０００

４,３８０,４４３

４,１４６,４１８

２０８,６３４

５,３９１

４,８７１,７６０

４,６３３,２３４
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　（資本的収入及び支出）

　第１款　資本的収入 千円

　　第１項　企業債 千円

　　第２項　負担金 千円

　　第３項　加入金 千円

　　第４項　固定資産売却代金 千円

　第１款　資本的支出 千円

　　第１項　建設改良費 千円

　　第２項　企業債償還金 千円

　　第３項　補助金返還金 千円

　　第４項　他会計への長期貸付金 千円

　　第５項　予備費 千円

支　　　　　　　出

２０,０００

１５９,８４７

５００,０００

８,８８７

６６８,２３６

１,７０５

３,３９３,５５７

１,２１３,４６５

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２，１８０，０９２千円は、当年度分消費税

　定留保資金５６５，７５６千円で補てんするものとする。）。

収　　　　　　　入

９００,０００

２,１９６,４３４

１５１,９１３

　及び地方消費税資本的収支調整額１３０，３７４千円、減債積立金６６８，２３６千円、過年度分損益勘定留保資金８１５，７２６千円、当年度分損益勘
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　（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

　（債務負担行為）

第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　　　　項

営業管理システム再構築業務委託料

筑後川橋添架負担金

期　　　　　　間

平成２９年度から平成３１年度まで

平成２９年度から平成３０年度まで

１７７,４１４

１２,５００

限　　　度　　　額

１　資本的支出

事業名 総額

１４０,０００

平成２９年度

平成３０年度

５６,０００

８４,０００

年割額

配水本管ループ化事業
（筑後川橋添架）

１　建設改良費

年度

千円千円

款 項

千円
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　（企業債）

第７条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　　　営業費用と営業外費用の間

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　議決を経なければならない。

　　（１）　職員給与費 千円

　　（２）　交際費 千円

　　　　平成２９年２月２８日提出

　

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

限度額 起債の方法 利率

普通貸借又は証券発行

起債の目的

上水道事業

福岡県久留米市長　 楢　原　 利　則

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の

６８４,９９１

１７６

９００,０００

千円

償還の方法

　政府資金についてはその融資条件
により、銀行その他の場合にはその
債権者と協定する事項による。
　ただし、財政の都合により据置期
間を短縮し、もしくは繰上償還又は
低利に借換えすることができる。

（ただし、利率見直し方式で借り入
れる資金について、利率の見直しを
行った後においては、当該見直し後
の利率）

２．０　以内

％
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２　長期前受金戻入 ２２４,９０７

給水装置工事手数料、消火栓維持管理負担金等の収入

預金利息及びその他利息収入

行政財産使用料及びその他雑収入

水道料金収入

１２,２７６

８４２

６４２

２００

５２,２５９

２３７,６８４

５０１

４,８７１,７６０

４,６３３,２３４

４,５８０,９７５

３　雑収益

１　固定資産売却益

２　過年度損益修正益

２　その他の営業収益

１　受取利息及び配当金

１　給水収益

２　営業外収益

１　営業収益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　考

１　水道事業収益

平 成２ ９ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

３　特別利益
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６３,４２４

８９１,７９４

１７７,１２９

１２６,７４１

２９,８２８

９２,８８５

２９,２５５

２２,２０５

１５,４７２

５３,９４２

に要する費用

メーター検定修理に要する費用

動　力　費

その他配給水設備の維持管理

委　託　料

修　繕　費

に要する費用

給　　　料　２５人

手　当　等

法定福利費

動　力　費

薬　品　費

受　水　費

その他取水及び浄水設備の維持管理

委　託　料

給　　　料　１４人

千円

５５,４５３

手　当　等

法定福利費

１２３,３６２

３４,９６３

１７,１６６

５２８,２７２

４,１４６,４１８

１,４９０,０３２

２　配水及び給水費

１　原水及び浄水費

１　営業費用

１　水道事業費用

目項 予定額（千円）

４,３８０,４４３

備　　　　　　考

支　　　　　　出

款

５７,３１１

２２７,３７４
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５７,６２１

４６,１５０

２８,６７５

２,１８５

６５,７３２

４８,６３１

２１,１２６

３７,２２１

２３,２５７

１１,５１８

　

４３,０４０

に要する費用

給　　　料　１５人

手　当　等

法定福利費

厚生福利費

退職給付費

その他総括的業務に要する費用

委　託　料

給　　　料　９人

手　当　等

法定福利費

その他料金の調定、検針及び収納

委　託　料

５,３９１

５,３０３

２０８,６３４

１３０,９４５

７６,６８９

１,０００

企業債利息

１,３６６,０８３

２７０,１２０

４３６,４７７

５　減価償却費

６　資産減耗費 ５５,４３４

１　予備費

８８

２０,０００

４　予備費

１　固定資産売却損

１　支払利息及び企業債取扱諸費

２　消費税及び地方消費税

３　雑支出

４　総係費

３　業務費

２　営業外費用

３　特別損失

３２１,４４１

２　過年度損益修正損

２０,０００
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１　工事負担金 １５９,８４７ 配水管布設等工事負担金

１,７０５

１　固定資産売却代金 １,７０５

４　固定資産売却代金

項 目 予定額（千円） 備　　　　　　考

９００,０００１　企業債

１　資本的収入

２　負担金

９００,０００

１５９,８４７

１,２１３,４６５

款

建設改良費１　企業債

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

水道加入金

３　加入金 １５１,９１３

１　加入金 １５１,９１３
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１　他会計への長期貸付金 ５００,０００

５００,０００

５２,２４１

配水管布設工事費

配水管改良工事費

手　当　等

７１,９００

備　　　　　　考

給　　　料　１９人

委　託　料

９１,０２５

１３８,７４４

１１３,９９０

２２,７７４法定福利費

５５５,０００

その他建設改良に要する費用

２０,０００

千円

６６８,２３６

２０,０００

８,８８７ 国庫補助金消費税等相当額返還金

８,８８７

企業債元金償還金

下水道事業会計への長期貸付金

４１,２２５

２０,９５０

メーター購入費　１０,２０２個

機器購入費

２８,８５０

６２,１７５

　業務用機器購入

　水質機器購入

２　機械備品購入費

１　予備費

予定額（千円）

１　企業債償還金

１　国庫補助金返還金

５　予備費

６６８,２３６

３　補助金返還金

２　企業債償還金

４　他会計への長期貸付金

目項

２,１０５,４０９

款

３,３９３,５５７

２,１９６,４３４

支　　　　　　出

１　建設改良費

１　資本的支出

１　建設改良費

１,１５０,７６０
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平成２９年度　久留米市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 ４０４,５２１

　　減価償却費 １,３６６,０８３

　　退職給付引当金の減少額 △ １０,１８８

　　賞与引当金の増加額 ３,８０３

　　貸倒引当金の増加額 ７１０

　　長期前受金戻入額 △ ２２４,９０７

　　受取利息及び配当金 △ ５０１

　　支払利息及び企業債取扱諸費 １３０,９４５

　　固定資産除却損 ５５,４３４

    固定資産売却損益 △ ５０７

　　未収金の減少額 ２,４５７

　　未払金の増加額 １７,１６８

　　預り金の減少額 △ ６,２３０

　　小計 １,７３８,７８８

　　利息及び配当金の受取額 ５２１

　　利息の支払額 △ １３０,９４５

　　業務活動によるキャッシュ・フロー １,６０８,３６４

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ ２,１４７,８７９

　　有形固定資産の売却による収入 ２,１７４

　　国庫補助金等による収入 ３６０,５７２

　　国庫補助金等の返還 △ ８,８８７

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ １,７９４,０２０

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ９００,０００

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ６６８,２３６

　　他会計貸付金による支出 △ ５００,０００

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２６８,２３６

４　資金増加額（又は減少額） △ ４５３,８９２

５　資金期首残高 ３,３８３,０９８

６　資金期末残高 ２,９２９,２０６
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１　総　　括

特別職 一般職 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１ ５９

(３)

１９

(０)

１ ７８

(３)

１ ５９

(３)

１９

(０)

１ ７８

(３)

０ ０

(０)

０

(０)

０ ０

(０)

(　　)内は短時間勤務職員数で外数

区　　　　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費

給　　与　　費　　明　　細　　書

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

５３８,０７６

７１,９００ ５２,２４１ １２４,１４１ ２２,７７４ １４６,９１５

２５１,２９１ ２１２,４２４ ４６３,７１５ ７４,３６１

６８４,９９１

２５０,９９４ ２８５,９９１ ５３６,９８５ ７９,３０７ ６１６,２９２

３２３,１９１ ２６４,６６５ ５８７,８５６ ９７,１３５

１４８,９４２２３,７３２１２５,２１０５２,０１２７３,１９８

３２４,１９２ ３３８,００３ ６６２,１９５ １０３,０３９ ７６５,２３４

２９７ △ ７３,５６７ △ ７３,２７０ △ ４,９４６ △ ７８,２１６

△ ２,０２７

△ １,００１ △ ７３,３３８ △ ７４,３３９ △ ５,９０４ △ ８０,２４３

△ １,２９８ ２２９ △ １,０６９ △ ９５８
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 １０,９５６ ６,０３２ ７,５１５ ５３６

前　年　度 １１,０９７ ５,８５１ ７,６１２ ５３７

比　　　較 △ １４１ １８１ △ ９７ △ １

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ２８,９４３ １,２８９ ７,７０８ ７４

前　年　度 ３０,２５２ １,３０４ ７,６９５ ７４

比　　　較 △ １,３０９ △ １５ １３ ０

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ８８,０８０ ５５,９１１ ５７,６２１

前　年　度 ８８,６５８ ５３,１２８ １３１,７９５

比　　　較 △ ５７８ ２,７８３ △ ７４,１７４

区　  分

区  　分

区　  分
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増　減　額(千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

給　料 △ １,００１ 　１　給与改定に伴う ６４９ 　給料表の改定　　平均0.2％引き上げ

　　　増減分

　２　昇給に伴う増加 １,１３５ 　平均昇給率 0.35％

　　　分

　３　その他の増減分 △ ２,７８５ 　人事異動等による増減分 　職員の異動状況（短時間勤務職員を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　１月に 　 　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　 在職する職員　　　（増減） 　　（計）

　　　　　　　　本年度　　　　７６人　　 　 ２人　　　７８人

　　　　　　　　前年度　　　　７８人　　 　 ０人　　　７８人

　　　　　　　　増　減  　　　△２人　　 　 ２人　　 　 ０人

手　当 △ ７３,３３８ 　１　制度改正に伴う １,５９２ 　扶養手当　　　　　　配偶者　13,000円　→　10,000円

　　　増減分 　　　　　　　　　　　子　 　　6,500円　→ 　8,000円

　住居手当　　　　　　持ち家にかかる分を廃止

　勤勉手当　　　　　　年間1.6月 　→　1.7月

　２　その他の増減分 △ ７４,９３０

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)

△２，７８５千円
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３　給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たりの給与

給 料 表 （一） 給 料 表 （二）

　平 均 給 料 月 額　 ３２５，０３７ 円 円

　平 均 給 与 月 額　 ３７３，４５７ 円 円

　平　 均　 年 　齢　 ４３歳７ヵ月 歳

　平 均 給 料 月 額　 ３２６，９４９ 円 ３２３，２５０ 円

　平 均 給 与 月 額　 ３７５，２８９ 円 ３５３，４５０ 円

　平　 均　 年 　齢　 ４３歳８ヵ月 ５１歳１０ヵ月

短時間勤務職員を除く

　（２）初任給

給 料 表 （一）（円） 給 料 表 （二）（円） 行  政  職（円） 技 能 労 務 職（円）

高   校   卒 １５０,５００ １４８,２００ １５０,５００ １４８,２００

大   学   卒 １８４,８００ １８４,８００

企　　　業　　　職

平成２９年 １ 月 １ 日 現在

区        分

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平成２８年 １ 月 １ 日 現在

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度企　　　業　　　職
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　（３）級別職員数

級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

１　　級 ８ １０.５ １　　級

２　　級 ７ ９.２ ２　　級

２１ ２７.７

(１) (１００.０)

４　　級 ２３ ３０.３ ４　　級

５　　級 ８ １０.５

６　　級 ８ １０.５

７　　級

８　　級 １ １.３

７６ １００.０

(１) (１００.０)

１　　級 ９ １１.８ １　　級

２　　級 ９ １１.８ ２　　級

３　　級 １８ ２３.７ ３　　級

４　　級 ２３ ３０.４ ４　　級 ２ １００.０

５　　級 ８ １０.５

６　　級 ８ １０.５

７　　級

８　　級 １ １.３

計 ７６ １００.０ 計 ２ １００.０

(　）内は短時間勤務職員数で外数

計

平成２８年 １月 １日現在

給　　料　　表　　（一） 給　　料　　表　　（二）
区　　　　分

企　　　　業　　　　職

３　　級 ３　　級

平成２９年 １月 １日現在

計
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（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級 ８　　級

　主事の職務 　高度の知識又 　主任主事の職 　１　主査の職 　１　課長補佐 　課長の職務又 　１　次長の職 　部長の職務又

　は経験を必要 　務 　務又は職務の 　の職務又は職 　は職務の複雑、　務又は職務の 　は職務の複雑、

　とする業務を 　 　複雑、困難及 　務の複雑、困 　困難及び責任 　複雑、困難及 　困難及び責任

　行う主事の職 　び責任の度が 　難及び責任の 　の度がこれと 　び責任の度が 　の度がこれと

　務 　これと同程度 　度がこれと同 　同程度のもの 　これと同程度 　同程度のもの

　のものとして　　程度のものと 　として管理者 　のものとして 　として管理者

　管理者が別に 　して管理者が 　が別に定める 　管理者が別に 　が別に定める

　定める職の職 　別に定める職 　職の職務 　定める職の職 　職の職務

　務 　の職務 　務

　２　困難な業 　２　困難な業 　２　困難な業

　務を行う主任 　務を行う主査 　務を行う課長

　主事の職務 　の職務又は職 　の職務又は職

　務の複雑、困 　務の複雑、困

　難及び責任の 　難及び責任の

　度がこれと同 　度がこれと同

　程度のものと 　程度のものと

　して管理者が 　して管理者が

　別に定める職 　別に定める職

　の職務 　の職務

企　 業　 職
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　（４）昇給 　（５）特殊勤務手当

給料表（一） 給料表（二）

７７ ７７

６９ ６９

２号給　（人） 支 給 対 象 職 員 の 比 率

４号給　（人） ５８ ５８ 　（平成２９年 １ 月 １ 日 現在）

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人） 支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

８号給　（人） １１ １１ 平　　均　　支　　給　　月　　額

　号給　（人）

８９.６ ８９.６

７７ ７５ ２

６９ ６７ ２

２号給　（人）

４号給　（人） ５８ ５６ ２

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人）

８号給　（人） １１ １１

　号給　（人）

８９.６ ８９.３ １００.０

短時間勤務職員、再任用職員を除く

比　率（Ｂ）／（Ａ） （％）

本
　
　
　
年
　
　
　
度

前
　
　
　
年
　
　
　
度

比　率（Ｂ）／（Ａ） （％）

職　　員　　数（Ａ)　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

企業職
合　計区　　　　　　　　分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
職　　員　　数（Ａ)　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

区　　　　　　　　　分

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 保　安　手　当 

企　業　職

０.１ ％　

４９％　

１，２０７円　
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　（６）期末手当・勤勉手当

支給率計

 ６月（月分）  １２月（月分） （月分）

２．０７５　　 ２．２２５　　 ４．３０

（１．０５０） （１．２００） （２．２５）

２．０２５　　 ２．１７５　　 ４．２０

（１．０２５） （１．１７５） （２．２０）

２．０７５　　 ２．２２５　　 ４．３０

（１．０５０） （１．２００） （２．２５）

（　　）内は再任用職員の支給率

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最　高　限　度 そ　の　他　の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

支　　給　　率　　等 ２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９ ４９．５９ なし

一般会計の制度（支給率等） ２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９ ４９．５９ なし

　（８）その他の手当

　　 職務上の段階、職務の級等

　　 による加算措置

支　給　期　別　支　給　率

有

有

通　　　　勤　　　　手　　　　当

区　　　　　　　　　　　　分

扶　　　　養　　　　手　　　　当

住　　　　居　　　　手　　　　当

同　　　　　じ

差　異　の　内　容一般会計の制度との異同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区　　　分

区　　　分

備    考

備    考

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度 有
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建　設
改良費

40.0

0

84,00084,000

56,00056,000

56,000

0 0

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

40.0

千円 ％

0.0

84,000

84,000

56,000

140,00000

0

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

56,000

千円

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

架）

その他

30

全　　体　　計　　画

56,000

左 の 財 源 内 訳

計 140,000

年度

千円

款 項 事業名

1
資本
的
支
出

1

継 続 費 に 関 す る 調 書

ループ化
29

事業（筑

年割額 国庫
補助金

企業債

配水本管
千円 千円

後川橋添

千円 千円 千円 千円
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平成２８年度まで

１７７,４１４１７７,４１４

料金窓口業務等 平成２９年度から

包括委託料 平成３３年度まで
平成２８年度まで

事　　　項 限　度　額

当該年度以降の支払

義務発生予定額

金　額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

その他

左　の　財　源　内　訳
前年度末までの支払

義務発生（見込）額

期　間 企業債期　間金　額

再構築業務委託料

営業管理システム

平成３１年度まで

平成２９年度から
１７７,４１４

業務委託料

浄水場運転管理

千円千円千円

筑後川橋添架

負担金
１２,５００

平成３０年度まで

千円千円

１２２,３４４
平成２９年度から

平成２９年度から

２６７,０７０２６７,０７０

１２,５００ １２,５００

７７４,１３２

平成３１年度まで
４５１,９３３

９４６,５００ ７７４,１３２
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（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ １,４８３,６６５

ロ １,４２３,０２０

△ ８４５,８５４ ５７７,１６６

ハ ５３,０２４,１８０

△ ２１,７１５,０５５ ３１,３０９,１２５

ニ ６,５９９,０２８

△ ４,３０３,９４２ ２,２９５,０８６

ホ ２９,６５０

△ ２８,０８６ １,５６４

へ ３４５,２２９

△ ２２９,４９３ １１５,７３６

ト ２,４６９,８７１

３８,２５２,２１３

（２）

イ １,１０９

ロ １２２

１,２３１

その他無形固定資産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

電 話 加 入 権

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

資　　　産　　　の　　　部

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

（平成３０年３月３１日）

平 成　２９　年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
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（３）

イ ５００,０００

５００,０００

３８,７５３,４４４

２　流　　動　　資　　産

（１） ２,９２９,２０６

（２） ６６１,２２２

△ ７,５９４ ６５３,６２８

（３） １０６

３,５８２,９４０

４２,３３６,３８４

固 定 資 産 合 計

投 資 その 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ７,９５４,２７５

７,９５４,２７５

（２）

イ ８６７,５５６

ロ ４７５,８６７

１,３４３,４２３

９,２９７,６９８

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ７３１,８３５

７３１,８３５

（２） ５５１,２３２

（３）

イ ５２,２７０

５２,２７０

（４） ３３,２１８

１,３６８,５５５

５　繰　延　収　益

（１） ９,６１２,３２１

△ ３,６０８,７０６ ６,００３,６１５

（２） ４７４,１０５

６,４７７,７２０

１７,１４３,９７３

企 業 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

負 債 合 計

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期前 受金 収益化累 計額

企 業 債
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６　資　　本　　金 ２１,１９２,１５５

７　剰　　余　　金

（１）

イ ４４９,９５３

ロ １,１６６,７７３

ハ １８２,２８５

ニ ３７７,４５３

ホ ６７,２７６

２,２４３,７４０

（２）

イ ２３１,７６４

ロ ２８３,６５０

ハ １,２４１,１０２

１,７５６,５１６

４,０００,２５６

２５,１９２,４１１

４２,３３６,３８４

建 設 改 良 積 立 金

資　　　本　　　の　　　部

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

減 債 積 立 金

加 入 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国 県 市 補 助 金
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（単位：千円）

１　営　　業　　収　　益

（１） ４,２６１,６６４

（２） ５０,２０５ ４,３１１,８６９

２　営　　業　　費　　用

（１） １,２７５,０８５

（２） ４６７,０７３

（３） ３４１,０１２

（４） ３２８,３３２

（５） １,３３９,９８５

（６） ２５,０２９ ３,７７６,５１６

５３５,３５３

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

営 業 利 益

平 成 ２８年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

資 産 減 耗 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

給 水 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益
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３　営　業　外　収　益

（１） ７０１

（２） ２１５,９６９

（３） ２１,１０４ ２３７,７７４

４　営　業　外　費　用

（１） １２７,３４５

（２） １,０００ １２８,３４５ １０９,４２９

６４４,７８２

５　特　　別　　利　　益

（１） ２

（２） ４９７ ４９９

６　特　　別　　損　　失

（１） ３４７

（２） １０,２４３

（３） １８４ １０,７７４ △ １０,２７５

６３４,５０７

１１２,０７４

５７８,２３６

１,３２４,８１７

固 定 資 産 売 却 益

雑 支 出

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 益

経 常 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費
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（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ １,４８３,６６５

ロ １,４２３,０２０

△ ８１６,０３３ ６０６,９８７

ハ ５１,９１３,６０４

△ ２０,７４９,１１７ ３１,１６４,４８７

ニ ６,７０３,３５０

△ ４,３３８,８６４ ２,３６４,４８６

ホ ３１,４０４

△ ２９,７５２ １,６５２

へ ２９８,７１５

△ ２１８,７１２ ８０,００３

ト １,７８３,１０８

３７,４８４,３８８

（２）

イ １,１０９

ロ １６８

１,２７７

３７,４８５,６６５

土 地

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

工具、器具及び備品

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

その他無形固定資産

無 形 固 定 資 産

平 成 ２８ 年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資　　　産　　　の　　　部

（平成２９年３月３１日）
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２　流　　動　　資　　産

（１） ３,３８３,０９８

（２） ７２４,４６２

△ ６,８８４ ７１７,５７８

（３） ６３,２８０

（４） １０６

４,１６４,０６２

４１,６４９,７２７

現 金 ・ 預 金

未 収 金

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ７,７８６,１１０

７,７８６,１１０

（２）

イ ８７７,７４４

ロ ４７５,８６７

１,３５３,６１１

９,１３９,７２１

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ６６８,２３６

６６８,２３６

（２） ５５４,２６０

（３）

イ ４８,４６７

４８,４６７

（４） ３９,４４８

１,３１０,４１１

５　繰　延　収　益

（１） ９,４２５,６７３

△ ３,３８３,７９９ ６,０４１,８７４

（２） ３６９,８３１

６,４１１,７０５

１６,８６１,８３７

企 業 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金 合 計

企 業 債

未 払 金

流 動 負 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

長 期 前 受 金

引 当 金

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６　資　　本　　金 ２０,６１３,９１９

７　剰　　余　　金

（１）

イ ４４９,９５３

ロ １,１６６,７７３

ハ １８２,２８５

ニ ３７７,４５３

ホ ６７,２７６

２,２４３,７４０

（２）

イ ３２１,７６４

ロ ２８３,６５０

ハ １,３２４,８１７

１,９３０,２３１

４,１７３,９７１

２４,７８７,８９０

４１,６４９,７２７

資　　　本　　　の　　　部

剰 余 金 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

加 入 金

国 県 市 補 助 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金
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会計に関する書類における注記

Ⅰ．重要な会計方針

  １ 固定資産の減価償却の方法

  （１）有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法     定額法による。

・主な耐用年数

建物          10～50 年

構築物          2～60 年

機械及び装置      2～20 年

車両運搬具        2～ 5 年

器具及び備品      2～20 年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法     定額法による。

・主な耐用年数

商標権                      10 年

地上権                       5 年

  （３）リース資産

    現在リース契約を締結しているものは、所有権移転外のファイナンス・リース取引及びオペレーティング・リース取引であり、所有権移転外のファイナ

ンス・リース取引については、中小規模事業者の特例的会計処理が認められているため、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。

  ２ 引当金の計上方法

  （１）退職給付引当金

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における水道事業が負担すべき退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

  （２）賞与引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額
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（12 月から 3月までの 4ヶ月分）を計上している。

  （３）貸倒引当金

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．平成２９年度予定貸借対照表等関連

  １ 退職給付引当金の取り崩し

    平成２９年度において、退職手当 67,809,000 円を支給するために、退職給付引当金67,809,000 円を取り崩す予定である。

  ２ 賞与引当金の取り崩し

    平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及び法定福利費 156,876,000 円の支出のために、賞与引当金 48,467,000円を取り崩す予定である。

  ３ 貸倒引当金の取り崩し

    平成２９年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 3,047,000 円を取り崩す予定である。

４ リース契約により使用する固定資産

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

     １年内 22,653,421 円

     １年超 30,662,923 円

      計   53,316,344 円

（２）オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

     １年内 4,344,203円

     １年超  2,172,102円

      計  6,516,305円

Ⅲ．平成２８年度予定貸借対照表等関連

  １ 退職給付引当金の取り崩し
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    平成２８年度において、退職手当 47,991,000 円を支給するために、退職給付引当金 47,991,000 円を取り崩す予定である。

２ 賞与引当金の取り崩し

    平成２８年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及び法定福利費 138,345,173 円の支出のために、賞与引当金 48,737,000円を取り崩す予定である。

  ３ 貸倒引当金の取り崩し

    平成２８年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 3,011,000 円を取り崩す予定である。

４ リース契約により使用する固定資産

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

     １年内 20,903,428 円

     １年超 43,781,921 円

      計  64,685,349 円

（２）オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

     １年内 4,344,203円

     １年超  6,516,305円

      計  10,860,508円

Ⅳ．セグメント情報の開示

  久留米市水道事業は、水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書及び貸借対照表等と重複することからセグメント情報は省略する。
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